
　人材戦略の５つの柱のもと、中期経営計画達成に向け
て重点とする取り組みは次の通りです。

　事業構造を変革（事業ポートフォリオの変革）するには、
ビジネスの構造を変えるような抜本的かつ主体的な行動
や新領域へのチャレンジが必須であり、戦略実現に求め
られる組織能力や人材も変化しています。中期経営計画
の基本方針である事業構造の変革や、それを支える戦略
を達成するためには、それぞれに必要となる組織能力を
獲得することが重要です。人材育成や適所への人材配置、
採用の仕組みの強化、多角化による外部人材の獲得を組
み合わせることで、組織能力の獲得を推進しています。

　不確実な時代に経営戦略を実現するためには、当社
グループをリードできる経営者を計画的に育成していく
ことが重要と考えています。成果を上げている人材を経
営人材候補として人材プールを形成し、経営トップ層と
人事部門が一体となった育成を行うほか、若手層を含む
管理職を対象に経営者育成プログラムを実施し、中長
期的な観点から経営者の育成を図っています。

　自律的なキャリア展望やキャリア開発に基づく成長と、
キャリア展望の実現を支援することで、従業員と組織の
持続的成長を実現します。

■  重点とする取り組み

経営戦略実現のために求められる
専門能力の向上

グループ経営をリードする経営人材の育成

自律的成長とキャリア自律の実現

人材獲得と育成

NTNの人材戦略
　当社グループでは、ESG課題のひとつとして「豊かな人づくり」を掲げています。従業員が事業活動を通じて「成長」し、「イキイキと働く」ことができる企業グループであり続けるように企業文化を
育み、人事制度や職場環境を整え人的資本の価値を最大限引き出し、成長させることで持続的に企業価値を向上させます。この「人的資本経営」の実践を通じて、さまざまな社会課題を解決し経
済的価値、環境・社会的価値の向上に取り組む組織風土を醸成し、働きがいを持って仕事に取り組める多様な人材を育成することで「豊かな人づくり」の実現を目指します。
　「豊かな人づくり」を実現するための人材戦略として、「変革に挑戦する次世代を担う人材の確保」「社員の多様性を尊重した働きがいのある環境づくり」「安全・健康に働きイノベーティブな発
想ができる職場環境の実現」「職場の学ぶ文化と育成する風土の醸成」「人権の尊重」を５つの柱としています。
　具体的な施策として、中期経営計画の基本方針である「事業構造の変革の加速」およびその変革を支える取り組みを実行し、当社グループとして目指す姿を実現するため、「人材獲得と育成」と

「組織風土醸成」の両面から人材戦略を策定し、「経営戦略実現のために求められる専門能力の向上」、「グループ経営をリードする経営人材の育成」、「自律的成長とキャリア自律の実現」、「ダイ
バーシティ・エクイティ＆インクルージョン」、「挑戦し、やりきる職場風土への変革」、「NTNスピリットに基づくマインド変革」を重点に、それぞれの取り組みを推進しています。

　多様な専門性と経験を持つ人材で組織を構成し、そ
の違いを力に変え、多様な視点や仮説を通じてイノベー
ションや日常的な価値創造を実現するために、個々人
の能力を最大限発揮できる「従業員の多様性を尊重し
た働きがいのある環境づくり」に取り組んでいます。

　厳しい環境のもとで競合優位性を維持・向上させ、
持続的に成長するには、これまで以上に独創的な価値
の創出が必要となり、過去の成功や前例にとらわれるこ
となく、常に新しい発想で挑戦する姿勢とそれを可能に
する職場風土が重要と考えています。
　

　長期戦略の実現には、優秀な人材を惹きつけることが不
可欠であり、そのためにはエンゲージメントの高い企業風土
を醸成することが重要です。目指すべき意識・行動を明文
化した「NTNスピリット」を従業員全員で共有し、自社がど
のように在りたいか、何のために存在するか、一人ひとりが
働く意義を見出すことで、自ら考え自ら行動する従業員を増
やし、変革への本気の挑戦を生み出すことが、企業価値向
上につながることはもちろん、従業員の成長や組織の一体感、
そしてエンゲージメントの向上につながると考えています。

挑戦し、やりきる職場風土への変革

ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョン
組織風土醸成

NTNスピリットに基づくマインド変革 ● 変革に挑戦する次世代を担う人材の確保
● 社員の多様性を尊重した働きがいのある環境づくり
● 安全・健康に働きイノベーティブな発想ができる
   職場環境の実現
● 職場の学ぶ文化と育成する風土の醸成
● 人権の尊重

持続的な企業価値の向上

中期経営計画

基本方針

経営戦略実現のために求められる
専門能力の向上

グループ経営をリードする
経営人材の育成

自律的成長と
キャリア自律の実現

ダイバーシティ・エクイティ＆
インクルージョン

NTNスピリットに基づく
マインド変革

人材獲得と育成

「DRIVE NTN100」Final

ESG課題 豊かな人づくり

人材戦略の
5つの柱

組織風土醸成

中期経営計画達成に向けた重点取り組み

人的資本経営の土台となる考え方

新しい100年に向けて、
事業構造の変革を加速

挑戦し、やりきる
職場風土への変革

人材戦略に関する具体的な取り組みは当社サステナビリティ
サイトをご参照ください。

https://www.ntn.co.jp/japan/csr/sc/human-
resources-strategy.html 48

イ
ン
ト
ロ
ダ
ク
シ
ョ
ン

”約
束”

の
前
進

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー

と
の
共
創

Ｎ
Ｔ
Ｎ
が
描
く

ス
ト
ー
リ
ー

強
固
な
ガ
バ
ナ
ン
ス
の

構
築

デ
ー
タ
セ
ク
シ
ョ
ン

会
社・株
式
情
報

https://www.ntn.co.jp/japan/csr/sc/human-resources-strategy.html


NTNの人材戦略

■  指標および目標

　中期経営計画実現に向けて重点とする取り組みに関する指標および目標は次の通りです。

中期経営計画実現に向けて重点とする取り組み 指標 2023年度 2024年度 2025年度 目標 指標の選定理由

人材獲得と
育成

経営戦略実現のために
求められる専門能力の向上

エキスパートコース人数
（エキスパート：高度専門人材）（当社）＊2 6名 8名 12名 15名

2026年度
専門能力向上を測る指標として、
エキスパートの育成状況を採用
しております

グループ経営をリードする
経営人材の育成 サクセッションプラン候補者数 24名 25名 29名 30名 

2026年度
経営人材の育成状況を測る指標
として採用しております

自律的成長と
キャリア自律の実現

従業員一人あたり研修時間（当社） 11.9時間 21.0時間 24.1時間
対前年比増加

従業員の自律的成長を支援する
教育訓練の実績を指標として採
用しております従業員一人あたり研修費用（当社） 19,180円 32,671円 33,108円

組織風土
醸成

ダイバーシティ・エクイティ
＆インクルージョン

女性管理職比率（当社） 4.5％ 4.2％ 4.9% 5％ 
2026年度 男女が性差なく「イキイキと働く」

ための環境づくりの指標として採
用しております男性育児休業取得率（当社） 62.8％ 73.0％ 89.6％ 100％ 

2026年度

中途採用比率（当社） 21.3％ 17.3％ 19.4% 30％ 
2026年度 多様な人材が活躍できるキャリ

アや雇用制度、環境づくりの指標
として採用しております障がい者雇用率（当社） 2.57％ 

（法定雇用率：2.3％）
2.50％ 

（法定雇用率：2.5％）
2.64％ 

（法定雇用率：2.5％）
その時点の

法定雇用率以上

挑戦し、
やりきる職場風土への変革

従業員エンゲー
ジメント調査に
おける「挑戦」や

「変革」に関する
スコア（当社）＊3

学びある失敗が許容され
る組織がある

肯定的回答率 
50％ ー 肯定的回答率 

56％
肯定的回答率

80％
2026年度

従業員の挑戦や変革に対する思
いを測る指標として採用しており
ます

新しい方法の提案が奨励
される職場環境である

肯定的回答率 
42％ ー 肯定的回答率 

47％
私は期待以上の成果を上
げようと挑戦する

肯定的回答率 
65％ ー 肯定的回答率 

67％

ＮＴＮスピリットに基づく
マインド変革

従業員エンゲー
ジメント調査に
おける「企業理
念」と「協力」に
関 するスコア

（当社）＊3

ＮＴＮスピリットが実践さ
れている

肯定的回答率 
51％ ー 肯定的回答率 

51％
肯定的回答率

80％
2026年度

企業理念の浸透による組織の一
体感の醸成を促進する指標とし
て採用しております

自分自身が働く意義を理
解している

肯定的回答率 
55％ ー 肯定的回答率 

56％
お互いを尊重した部署間
の協働がある

肯定的回答率 
29％ ー 肯定的回答率 

32％

人権 人権教育受講者数（延人数）（当社） 1,443名 1,812名 2,673名 対前年比増加
人権に関する認識と理解の徹底
を図る人権教育を指標として採
用しております

健康経営

適正な体重者の比率（BMI18.5以上25未満
の割合）（当社） 66.0％ 65.5％ 65.4% 70.0％

2026年度 従業員が安全に健康で長く働き
続けていくための指標として採用
しております高ストレス者の割合（当社） 9.0％ 8.7％ 8.9% 7.0％

2026年度
労働災害（休業）発生件数（当社）＊4 2件 0件 7件 0件

＊１ 上記指標の対象は、特に指定の無い限り当社および連結子会社であります。
＊２ 人数はエキスパートコースとして認定され、就任を予定する人数であります。
＊３ 従業員エンゲージメント調査は隔年で実施しているため、2024年度には調査を実施しておりません。また、2023年度および2025年度に実施した従業員エンゲージメント調査は、一部の従業員を対象としたものであります。
＊４ 労働災害（休業）発生件数について、2025年度は2024年12月16日から2025年12月15日を同事業年度に係る集計対象期間としており、2024年度以前の事業年度に係る集計対象期間もそれに準じております。 49
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